
地方創生推進交付金及び地方創生拠点整備交付金の効果検証について

R1年度 R2年度 R3年度 目標 実績
達成
状況

目標 実績
達成
状況

目標 実績
達成
状況

①

本プロジェクトによ
り参加企業が新商
品開発や新事業進
出等に結びついた
件数

20 35
目標値を
達成 25 25

目標値を
達成 25

②
本プロジェクト参加
人数

650 1250
目標値を
達成 750 1018

目標値を
達成 750

③

新商品開発や新事
業進出等に結びつ
いた参加企業の新
規雇用者数

5 37
目標値を
達成 10 120

目標値を
達成 10

④
女性によるスタート
アップ

3 1
目標値の
達成は５
割未満

3 3
目標値を
達成 3

①
本事業を通して働
き方改革に取り組
んだ企業

50 69
目標値を
達成 60 83

目標値を
達成 30

②
企業向けセミナー
参加者数

300 581
目標値を
達成 300 514

目標値を
達成 300

③
中小企業人材確保
相談窓口利用企業
数

65 69
目標値を
達成 130 135

目標値を
達成 130

④
外国人留学生交流
事業参加者数

200 162
目標値の
７割以上
達成

200 0
目標値の
達成は５
割未満

200

交付期間

実施内容
本事業における重要業績評価指標（KPI） 自己評価 今後の方針

指標

１年目（R1年度） 2年目（R2年度） 3年目（R3年度）

事業の評価 評価理由 今後の方針

【働き方改革の推進】
・市内企業の迅速な働き方改革
関連法対応を支援するセミナーを
開催
・働き方改革関連法への対応に
関する専門家派遣及びワーク
ショップを実施
・テレワークを始めとするＩＴの活
用による生産性の向上を図るた
め専門家を派遣

【女性・外国人材の活躍】
・企業向けの女性・外国人材雇用
に関するセミナーを開催
・短時間勤務を希望する女性等に
対し、スキルアップ講習を実施

（以下2事業は新型コロナウイル
ス感染拡大の状況に鑑み中止）
・留学生に地域の伝統文化や産
業等に触れることができるスタ
ディツアーの提供及び日本人学
生等との交流会を実施。また留学
生が名古屋の魅力をＳＮＳ等を通
じて発信
・留学生を対象に企業見学会を実
施

【中小企業の人材確保】
・中小企業向けの人材確保相談
窓口を運営するとともに採用に関
するセミナーを開催
・市内大学等に対し働きやすい企
業の情報を周知するとともに、就
職者向けセミナーを開催

地方創生に
相当程度効
果があった
（一部のＫＰＩ
が目標値に
達しなかった
ものの、概ね
成果が得られ
たとみなせる
場合）

今後の方針の理由

(1)イノベーション都
市ナゴヤの実現に
向けた「なごやみら
い企業・女性スター
トアップ創出プロ
ジェクト」

地方創生
推進交付金

ものづくり技術とＡＩ等先端Ｉ
ＣＴ技術との融合による新
たな価値づくりを支援する。
女性スタートアップをはじめ
とする女性が名古屋で活躍
できる機会を創出し、若い
女性の東京圏への流出抑
制を図る。産学官金による
支援プラットフォームを構築
するとともに、ＳＮＳ等を活
用した情報発信により、東
京圏の企業や女性起業家
へのリーチを図る。

R1～3
年度

・研究会の開催（①女性のスター
トアップ支援、②ICTによる価値づ
くり支援）

・個別相談の実施

・市場開拓支援等の実施（展示会
への出展）

・研究会の開催（①女性のスター
トアップ支援、②ICTによる価値づ
くり支援）

・個別相談の実施

・市場開拓支援等の実施（展示会
への出展）

全てのKPIについて目標
値を達成したため。

交付対象事業の名
称

区分 事業内容

(2)働きやすい企業
の創出によるナゴ
ヤの活性化プロ
ジェクト

地方創生
推進交付金

名古屋市は就職期の若者
を中心に「就職」等仕事を
きっかけとした東京圏への
転出が多くなっているため、
企業の働き方改革関連法
への対応を支援する等、働
き方改革を推進する。ま
た、企業への情報提供を行
い、女性・外国人材が活躍
できる職場づくりを支援す
る。さらに、中小企業の人
材確保に関する伴走的な
支援を実施し、求職者に対
する企業の魅力発信との相
乗効果により、若い世代の
市内企業への就労を促進
し、名古屋圏在住者の定着
を図る。

R1～3
年度

【働き方改革の推進】
・市内企業の迅速な働き方改革
関連法対応を支援するセミナーを
開催
・働き方改革関連法への対応に
関する専門家派遣及びワーク
ショップを実施
・テレワークを始めとするＩＴの活
用による生産性の向上を図るた
め専門家を派遣

【女性・外国人材の活躍】
・企業向けの女性・外国人材雇用
に関するセミナーを開催
・留学生に地域の伝統文化や産
業等に触れることができるスタ
ディツアーの提供及び日本人学
生等との交流会を実施。また留学
生が名古屋の魅力をＳＮＳ等を通
じて発信
・留学生を対象に企業見学会を実
施
・短時間勤務を希望する女性等に
対し、スキルアップ講習を実施

【中小企業の人材確保】
・中小企業向けの人材確保相談
窓口を設置するとともに採用に関
するセミナーを開催
・本市の就職支援ポータルサイト
に上記窓口のページを加えリ
ニューアル
・市内大学等に対し働きやすい企
業の情報を周知するとともに、就
職者向けセミナーを開催

セミナーのオンライン化
などの工夫により、新型
コロナウイルス感染拡大
の状況に鑑み中止した
事業を除き、全てのＫＰＩ
について目標を上回る
実績を上げた。

事業の継続（計
画どおりに事業
を継続する）

事業２年目まで予定どお
り完了した。引き続き、
得られた成果を活かしな
がら、最終年の事業を着
実に推進していく。

事業の継続（計
画どおりに事業
を継続する）

事業１年目は、一部の
KPIにおいて達成できな
かった項目があったが、
事業２年目は全ての項
目でKPIが達成できた。
得られた成果を活かしな
がら、最終年の事業を着
実に推進していく。

【資料２】
(案)



地方創生推進交付金及び地方創生拠点整備交付金の効果検証について

R2年度 R3年度 R4年度 目標 実績
達成
状況

目標 実績
達成
状況

目標 実績
達成
状況

目標 実績
達成
状況

①

本事業により、参加
企業が円滑な事業
承継に結びついた
あるいは新商品・
サービスの開発等
の新事業進出に結
びついた件数

3 10
目標値を
達成 11 15

②
本事業に参加した
延べ参加者数

395 633
目標値を
達成 255 140

③

本事業により、ブラ
ンド構築がなされ新
事業進出に結びつ
いた参加企業の新
規雇用者数

0 0 目標値を
達成 3 5

④

本事業により、円滑
な事業承継ができ
た参加企業の新規
雇用者数

0 3
目標値を
達成 3 5

①

賑わい空間の創出
として地区内外から
マルシェ等に継続
的に参加するものと
して登録した店舗・
事業所数

15 16
目標値を
達成 15 20 20

②
まちづくりプロジェク
トを通じた人材育成
数

180 184
目標値を
達成 180 180 180

③
NAGOYA SDGs
フィールドへの参加
児童数

5,000 1,100
目標値の
達成は５
割未満

15,000 10,000 10,000

①

ビジネスマッチング等
の支援事業を通じ
て、県・市企業(スター
トアップ、地域企業)と
海外企業(スタート
アップ、地域企業)と
の間に新たに結ばれ
た取引・提携件数

10 15
目標値を
達成 15 20

②

支援事業を活用して
行われた県・市企業
(スタートアップ、地域
企業)と海外企業(ス
タートアップ、地域企
業)との商談(ビジネス
マッチング)件数

50 56
目標値を
達成 80 100

③

支援事業を通じて行
われた県・市企業(ス
タートアップ、地域企
業)からコンソーシア
ムに対する相談件数

80 91
目標値を
達成 120 160

④

支援事業を通じて
行われたワーキン
ググループ・セミ
ナーへの参加者数

90 253
目標値を
達成 180 180

交付期間

実施内容

交付対象事業の名
称

区分 事業内容

自己評価 今後の方針

指標

1年目（R2年度） 2年目（R3年度）

事業の評価 評価理由 今後の方針 今後の方針の理由

3年目（R4年度） 4年目（R5年度）

本事業における重要業績評価指標（KPI）

地方創生に
非常に効果
的であった
（全てのＫＰＩ
が目標値を達
成するなど、
大いに成果が
得られたとみ
なせる場合）

全てのKPIについて目標
値を上回る結果となった
ため。

事業の継続（計
画どおりに事業
を継続する）

予定どおり事業を完了し
た。引き続き、得られた
成果を活かしながら、事
業２年目の事業を着実に
推進していく。

(3)なごや中小企業
イノベーション経営
支援事業

地方創生
推進交付金

若い世代が東京に流出する
現状を抑制するため、企業
競争力の向上や若い人材
確保に資することで先進的
な中小企業を育成するとと
もに、後継者候補の首都圏
流出の防止を図るため、同
じような悩みを持つ後継者
が集まり、課題解決に向け
取り組みを進めていく環境
を整備し、市内事業所での
事業継承の円滑化を図る。

R2～
R4年度

１　中小企業における新たな企業
価値を高めるブランド構築支援事
業
（１）セミナーの開催
（２）ワークショップの開催
（３）ビジネスマッチングの支援等

２　挑戦型アトツギ育成支援事業
（１）交流イベントの開催
（２）ワークショップの開催
（３）アドバイザーによる支援
（４）ポータルサイトにおける事業
承継情報の提供等

事業の継続
（計画どおり
に事業を継
続する）

(4)賑わいの復活に
よるまちづくりと未
来につなげるひとづ
くり～SDGs未来都
市なごやの実現に
向けて～

地方創生
推進交付金

少子高齢化の進行や単身
世帯の増加、価値観の多様
化、産業構造の変化等によ
り、地域のつながりが希薄
化し、まちづくりの担い手と
なる人材不足が課題となる
中、持続可能な都市を実現
するためには、まちづくりや
地方創生に活力を与える担
い手が将来にわたり必要と
なる。そのため、モデル地
区においてコミュニティの場
づくり及び賑わい空間の創
出等に取り組むとともに、市
内小学4～6年生に、SDGs
の視点からまちや社会の課
題を自分事としてとらえ、課
題解決に向けた行動につな
げるためのプログラムを、
様々なステークホルダーの
連携のもとで実施する。

R2～
R3年度

・モデル地区において、地域・企業
等、多様な主体が参画するワーク
ショップや、地区内の道路を活用
したマルシェを開催

・ウェブサイト等のSDGs学習プロ
グラムを制作

事業１年目は一部のKPI
が目標値に達しなかった
が、得られた成果を活か
しながら、オンライン等を
活用することで、コロナ
禍においても、KPIの目
標値を達成できるよう、２
年目の事業を着実に推
進していく。

(5)スタートアップ海
外展開及び海外ス
タートアップ協業促
進によるビジネスイ
ノベーション加速化

事業

地方創生
推進交付金

「あいち・なごやスタートアッ
プ海外連携促進コンソーシ
アム」を形成・運営し、海外
展開の事例や海外スタート
アップとの協働事例などを
学び、意見交換するセミ
ナーを開催する。県・市のス
タートアップ及びイノベー
ション企業の海外展開を支
援する。海外スタートアップ
と県市地域企業とのビジネ
ス協業を支援する。

R2～
R4年度

・相談窓口の設置

・オンラインセミナーの開催

・スタートアップ企業の海外展開支
援（メンタリング、ビジネスモデル
構築講座、海外展示会への参
加、ピッチイベントへの参加）

・イノベーション企業の海外展開
支援（ハンズオン支援、ビジネスモ
デル構築講座、商談・面談機会の
設置）

・マッチング支援（オンライン商談
会の設置）

地方創生に
非常に効果
的であった
（全てのＫＰＩ
が目標値を達
成するなど、
大いに成果が
得られたとみ
なせる場合）

全てのＫＰＩについて目標
を上回る実績を上げてお
り、支援企業の一社はJ-
Startup CENTRALに採
択され、内閣府主催のア
クセラレーションプログラ
ムへの参加に繋がるな
ど、企業の海外展開を支
援することができた。

事業の継続（計
画どおりに事業
を継続する）

予定どおり事業を完了し
た。引き続き、新型コロ
ナウイルス感染症の状
況変化にも臨機応変に
対応し、事業２年目の事
業を着実に推進してい
く。

地方創生に
相当程度効
果があった
（一部のＫＰＩ
が目標値に
達しなかった
ものの、概ね
成果が得られ
たとみなせる
場合）

①②のKPIについては、
目標を上回る実績を上
げており、多様な主体の
参画を促すとともに、地
域の賑わい創出につな
がった。

③のKPIが未達であった
理由として、新型コロナ
ウイルスの影響により冬
休み期間が短縮されたこ
とや、イベントを中止等し
たことが考えられる。

(案)



地方創生推進交付金及び地方創生拠点整備交付金の効果検証について

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 目標 実績 達成
状況

目標 実績 達成
状況

目標 実績 達成
状況

目標 実績 達成
状況

目標 実績 達成
状況

①
新製品・新技術開
発等に結び付いた
件数

0 ― ― 0 0 ― 5 7
目標値
を達成

10 8
目標値の
７割以上
達成

15 4
目標値の
達成は５
割未満

② センター利用企業数 0 ― ― 5 1
目標値の
達成は５
割未満

30 81
目標値
を達成

60 111 目標値を
達成 90 105 目標値を

達成

③
講演・見学会への
参加企業数

0 ― ― 50 74 目標値を
達成 80 274

目標値
を達成

100 382 目標値を
達成 120 37

目標値の
達成は５
割未満

交付対象事業の名
称

区分 事業内容 交付期間

実施内容
自己評価 今後の方針

指標

1年目（H28年度） 2年目（H29年度） 3年目（H30年度）

事業の評価 評価理由 今後の方針 今後の方針の理由

4年目（R1年度） 5年目（R2年度）

本事業における重要業績評価指標（KPI）

広報活動により引き続き
センター利用企業の増
加を目指す。また、研究
所の蓄積された技術を
活用して企業の新製品・
新技術開発を推進して
いく。

(6)ＩoTを活用したも
のづくり開発支援事
業

地方創生
拠点整備
交付金

名古屋市工業研究所の中
間実験工場の一部を改修
し、工業研究所に散在する
三次元造型機等の３Dもの
づくり機器を集約して「３Dも
のづくり支援センター」を整
備することにより、中小企業
の製品開発・試作を効果的
に支援する。

H29年度

・機器設置場所の工事（各試験機
器に適した温度・湿度管理が可能
となる環境整備）

・既設の３Dものづくり機器の移
設・調整

・３Dものづくり支援センター見学
会の実施

・H28年度地域新成長産業創出促
進事業費補助金（経済産業省）を
利用して新たにX線CT装置を同セ
ンターに設置

地方創生に
効果があった
（ＫＰＩ達成状
況が芳しくな
かったもの
の、事業開始
前よりも取組
が改善・前進
したとみなせ
る場合）

すべての指標において
年間を通じてコロナ禍の
影響を受けたことによ
り、昨年の実績をすべて
の指標において下回り、
①・③の指標について
は、目標の達成状況も５
割未満となってしまった。
しかし、②の指標につい
ては目標を上回る実績
を上げている。

事業の終了（当
初予定通り事業
を終了する（し
た））

※ＩoTを活用したものづくり開発支援事業（地方創生拠点整備交付金）は平成29年度単年度交付だが、KPIは令和2年度を最終年度とした目標値となっている。

(案)


